
事　業　概　要　調　書

項　目　名 地方公会計財務書類作成システム導入

担当課

平成２９年度

総務費 　１ 事業概要

総務管理費 　　　　 複式簿記の導入を前提とした「財務書類の作成に関する統一的な基準」による財務書類作成

一般管理費 　　  の前段として、昨年度は固定資産台帳整備を行った。

　　　   今年度は、平成２９年度までに作成することとなっている地方公会計制度に則った財務書類の

（単位：千円） 　　　作成を行う必要があり、そのためのシステム導入を図るもの。

2,160

※市町負担金のうち1,058千円は特別交付税措置

（単位：千円）

金　額

2,160

2,160

1

年　　度

地方債

市町負担金

その他

事業の概要
会計名

款

総務課

目

項

予算要求額

区　　　分

計

一般会計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

1



項　目　名 因幡霊場火葬炉耐火物全面積替改修工事

担当課

平成２９年度

衛生費 　１ 事業概要

火葬場費 　　　　本施設は、指定管理者により管理運営を行っているが、施設の根幹に関わる大規模な修繕は

因幡霊場管理費 　　 修繕計画に基づき、本組合が行うこととしている。

  　　　昨年度より３か年計画で、火葬炉内の天井及び側壁の耐火物（セラミックレンガ等）の全面積替

（単位：千円） 　　　を行っており、今年度は２年目で３基の修繕を行う。

31,202

　２ 修繕計画

        ○平成２８年度　３基

        ○平成２９年度　３基

        ○平成３０年度　２基

（単位：千円）

金　額

0

0

23,400

0

7,802

31,202計

区　　　分

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

市町負担金

一般会計

款

項

目

予算要求額

2

年　　度
生活環境課

事業の概要
会計名
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（単位：千円）

項目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 備考

30,910 31,202 20,801 前回H19～H21の３年間で更新

（3基） （3基） （2基） 耐用目安3,000件

H36に制御盤等全面更新予定

耐用年数目安15～20年

11,394 10,260 7,020 未更新

（3基） （3基） （2基） 耐用年数目安15～20年

計 35,041 31,202 32,195 30,699 7,020

因幡霊場大規模改修について

火葬炉耐火物全面積替等

制御盤、制御機器等更新

燃焼機器更新

屋根塗装改修工事

4,131

20,439 H10施設供用
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項　目　名 環境クリーンセンター空調設備更新工事

担当課

平成２９年度

衛生費 　１ 事業概要

不燃物処理費 　　　　平成９年に施設を供用開始してから２０年が経過する環境クリーンセンターについては、

環境クリーンセンター管理費 　 　 昨年度空調設備の一部が故障し、緊急修繕で対応したが、業務に支障が生じた。

　　　  空調設備全体の老朽化も進んでおり、修繕部品の調達も困難となっている状況もある

（単位：千円） 　　　ため、設備全体の更新を図るもの。

30,000

（単位：千円）

金　額

0

0

22,500

0

7,500

30,000計

区　　　分

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

市町負担金

一般会計

款

項

目

予算要求額

3

年　　度
生活環境課

事業の概要
会計名
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環

５階 

４階 

３階 

２階 

１階 

 
 

 

環境クリーンンセンター 空調設備配置

平成

置図

成 25年度修繕済

平成 28 年度

（凡例） ：室

：パ

：室

度修繕済

室外機 

パッケージ 

室内機 
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項　目　名 可燃物処理施設建設事業

担当課

平成２９年度

　1 債務負担行為の設定

衛生費 　 ① ・事　 項 可燃物処理施設敷地造成事業費

可燃物処理費 　 　  ・期 　間　 平成30年度～平成31年度

ごみ処理施設建設費 　     ・限度額　 630,000千円

　 ② ・事　 項 可燃物処理施設整備・運営事業費

（単位：千円） 　 　  ・期 　間　 平成30年度～平成54年度

444,595 　     ・限度額　 34,665,000千円に廃棄物処理量の変動及び物価変動による額並びに

消費税及び地方消費税を加算した額

　2 Ｈ29年度事業概要

　①委託業務関係　（59,258千円）

　　・　可燃物処理施設整備に係る発注支援業務

　　・　（債）埋蔵文化財調査業務

（単位：千円） 　　・　建設予定地伐木等業務

金　額 　　・　環境影響評価事後調査業務 ［動植物調査、振動・騒音・水質調査 等］

4,734 　②工事費　（318,576千円）

　　・　支障構造物（水槽）撤去及び水路設置工事

14,800 　　・　（債）敷地造成工事 Ａ＝4.2ｈａ

48,443 　③用地関係　（6,849千円）

376,618 　　・　取得費　・・・　鳥取市　2,741㎡、鳥取市土地開発公社　1,175㎡

444,595 　　・　借上費　・・・　６集落共有地　57,504㎡

　④上水道口径別納付負担金　　口径１００㎜　（5,858千円）

　⑤地域活性化事業交付金　（48,443千円）

　　・　関係集落が行う地域活性化を図る事業等に対する支援　　

　⑥その他事務経費　（5,611千円）

　　・　整備・運営事業者選定委員会経費、建設予定地周辺井戸水検査手数料 等

生活環境課

事業の概要
会計名

一般会計

款

4

年　　度

項

計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

市町負担金

目

予算要求額

区　　　分
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工事スケジュール（想定） 

 

敷地造成工事　　

整備・運営事業者
選定作業・契約締結
〈整備・運営事業者選定委員会〉

施設実施設計・建築確認

施設建設工事
（試運転含む）

平成３３年度 平成３４年度平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

●
落
札
者
決
定

●
試
運
転

●
入
札
公
告

●
工
事
着
工

●
実
施
設
計
開
始

●
契
約
締
結

●
債
務
負
担
行
為

●

債

務

負

担

行

為

●
入
札
公
告

●
契
約
締
結

〈
保

安

林

解

除

手

続

完

了

〉

●
供
用
開
始
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１
．
可
燃
物
処
理
施
設
敷
地
造
成
事
業
費

（
税

込
）

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
平

成
3
1
年

度

4
5
0
,0

0
0
千

円
（
4
1
6
,6

6
7
千

円
）

1
8
0
,0

0
0
千

円
（
1
6
6
,6

6
7
千

円
）

２
．
可
燃
物
処
理
施
設
整
備
・
運
営
事
業
費

内
訳

（
税

抜
）

３
．
参
考

□
工

事
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
（
想

定
）

①
敷

地
造

成
工

事
　

平
成

2
9
年

度
～

平
成

3
1
年

度

②
整

備
・
運

営
事

業
者

選
定

作
業

、
契

約
締

結
　

平
成

2
9
年

度
～

平
成

3
0
年

度

③
施

設
実

施
設

計
・
建

設
工

事
（
試

運
転

含
む

）
　

平
成

3
0
年

度
～

平
成

3
4
年

度

事
業

費

備
考

合
計

6
3
0
,0

0
0
千

円
（
5
8
3
,3

3
4
千

円
）

2
7
0
,0

0
0
千

円
（
2
5
0
,0

0
0
千

円
）

9
0
0
,0

0
0
千

円
（
8
3
3
,3

3
4
千

円
）

期
間

※
（
　

）
内

は
税

抜

建
設

工
事

費
平

成
3
0
年

度
～

平
成

3
4
年

度
8
5
,4

2
0
千

円
／

ｔ 

1
4
,1

6
5
,0

0
0
千

円
7
0
8
,2

5
0
千

円
／

年

2
0
,5

0
0
,0

0
0
千

円

運
営

管
理

費
（
2
0
年

間
）

平
成

3
5
年

度
～

平
成

5
4
年

度

可
燃

物
処

理
施

設
整

備
事

業
に

係
る

債
務

負
担

行
為

に
つ

い
て

想
定

年
度

施
設

整
備

・
運

営
事

業
費

平
成

3
0
年

度
 ～

 平
成

5
4
年

度

限
度

額

3
4
,6

6
5
,0

0
0
千

円
に

廃
棄

物
処

理
量

の
変

動
及

び
物

価
変

動
に

よ
る

額
並

び
に

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

を
加

算
し

た
額

敷
地

造
成

事
業

費

想
定

額

6
3
0
,0

0
0
千

円

期
間

平
成

3
0
年

度
～

平
成

3
1
年

度

限
度

額

（
税

込
）

【
参

考
】年

度

債
務
負
担
行
為
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① 敷地造成及び建設工事費

（単位：千円、税抜）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 合計

　敷地造成工事費 250,000 416,667 166,667 833,334

市町負担金 250,000 416,667 166,667 833,334

　建設工事費 1,243,050 6,021,800 10,379,500 2,855,650 20,500,000

国庫支出金 494,766 2,541,933 4,571,416 438,550 8,046,665

市町負担金 748,284 3,479,867 5,808,084 2,417,100 12,453,335

　市町負担金合計 250,000 416,667 914,951 3,479,867 5,808,084 2,417,100 13,286,669

【参考：構成市町負担金】

（単位：千円、税抜）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 合計

　市町負担金 250,000 416,667 914,951 3,479,867 5,808,084 2,417,100 13,286,669

鳥取市 214,437 357,395 784,799 2,984,856 4,981,884 2,073,268 11,396,639

岩美町 10,700 17,834 39,160 148,939 248,586 103,451 568,670

智頭町 6,525 10,875 23,880 90,824 151,591 63,086 346,781

若桜町 3,050 5,084 11,163 42,454 70,859 29,489 162,099

八頭町 15,288 25,479 55,949 212,794 355,164 147,806 812,480

※平成29年度当初予算の負担割合で試算

② 運営管理費（平成35年度～平成54年度）

年間 708,250千円の構成市町の負担割合については、今後東部広域負担金条例で定める。

年度

債務負担行為に係る年度別事業費 及び 構成市町負担金（概算）

区分
事業費及び事業年度（見込）
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債
務

負
担

行
為

の
限

度
額

に
つ

い
て

 

 

地
方

自
治

体
が

発
注

す
る

廃
棄

物
処

理
施

設
建

設
工

事
は

、
環

境
省

が
定

め
た

入
札

・
契

約
の

手
引

き
に

お

い
て

、
一

般
の

建
設

工
事

と
異

な
り

、
そ

の
特

殊
性

か
ら

設
計

・
施

工
一

括
発

注
を

基
本

と
す

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

ま
す

。
 

本
組

合
が

進
め

て
い

る
可

燃
物

処
理

施
設

整
備

事
業

に
つ

い
て

は
、

専
門

家
及

び
住

民
代

表
の

方
々

で
組

織

す
る

可
燃

物
処

理
施

設
整

備
検

討
委

員
会

で
検

討
し

て
い

た
だ

き
、

事
業

実
施

方
式

に
つ

い
て

は
公

設
民

営
、

発
注

方
式

に
つ

い
て

は
包

括
的

か
つ

長
期

的
な

設
計
・
施

工
・
運

営
管

理
一

括
発

注
(
D
B
O
)
方

式
を

採
用

す
る

こ

と
と

し
て

い
ま

す
。

 

 
 

こ
れ

ら
の

こ
と

か
ら

、
本

組
合

で
は

、
昨

年
7
～

8
月

に
か

け
、

発
注

に
向

け
た

事
務

の
一

環
と

し
て

、
建

設
工

事
費

及
び

2
0
年

間
の

運
営

管
理

費
に

つ
い

て
、

複
数

の
プ

ラ
ン

ト
メ

ー
カ

ー
に

見
積

り
を

依
頼

し
ま

し

た
。

 

 
そ

の
結

果
、
複

数
の

プ
ラ

ン
ト

メ
ー

カ
ー

か
ら

、
各

社
の

ノ
ウ

ハ
ウ

に
基

づ
く

見
積

り
が

提
出

さ
れ

ま
し

た
。

本
組

合
で

は
、

各
社

で
金

額
に

ば
ら

つ
き

が
あ

る
も

の
に

つ
い

て
再

提
出

を
求

め
る

な
ど

、
内

容
の

精
査

を
行

い
、

以
下

の
通

り
本

組
合

予
算

の
債

務
負

担
行

為
の

限
度

額
と

し
て

取
り

ま
と

め
ま

し
た

。
 

 
な

お
、

今
後

も
発

注
に

向
け

て
更

に
事

業
費

の
精

査
を

行
う

と
と

も
に

、
競

争
性

、
公

平
性

を
確

保
す

る
た

め
条

例
に

基
づ

き
設

置
し

た
事

業
者

選
定

委
員

会
で

ご
検

討
い

た
だ

き
な

が
ら

、
適

切
に

事
務

を
執

行
し

て
参

り
ま

す
。

 

 

 

１
．
建

設
工
事
費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
単
位
：
千

円
）
 

項
 
目
 

金
 

額
 

土
木
建

築
 

8
,
4
0
0
,
0
0
0
 

 
工
場
棟
建
築
 
等
 

8
,
4
0
0
,
0
0
0
 

機
械
設

備
 

7
,
3
6
1
,
0
0
0
 

 

受
入
れ
設
備
 
等
 

9
0
7
,
0
0
0
 

燃
焼
設
備
 
等
 

1
,
2
0
2
,
0
0
0
 

排
ガ
ス
処
理
設
備
 
等
 

3
,
1
2
3
,
0
0
0
 

発
電
設
備
 
等
 

6
8
0
,
0
0
0
 

そ
の
他
設
備
 

1
,
4
4
9
,
0
0
0
 

電
気
設

備
 

1
,
6
4
6
,
0
0
0
 

 
電
気
設
備
、
計
装
設
備
 
等

 
1
,
6
4
6
,
0
0
0
 

諸
経
費

 
3
,
0
9
3
,
0
0
0
 

 
共
通
仮
設
費
、
現
場
管
理
費
、

一
般
管
理
費
 

3
,
0
9
3
,
0
0
0
 

建
設
工

事
費
合

計
（

税
抜
）
 

2
0
,
5
0
0
,
0
0
0
 

 ２
．
運

営
管
理
費
（
2
0
年
間
）
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
単
位
：
千
円
）
 

項
 
目
 

金
 
額
 

固
定
費

（
人
件
費
、
測
定
・
検
査
費
、
点
検
・
補

修
費
 
等
）
 

1
3
,
3
4
1
,
0
0
0
 

変
動
費

（
燃
料
費
、
薬
品
費
、
光
熱
水
費
 
等
）

 
8
2
4
,
0
0
0
 

運
営
管

理
費
合

計
（

税
抜
）
 

1
4
,
1
6
5
,
0
0
0
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敷

地
造

成
計

画
図

事
業
計
画
区
域
面
積
：
1
1
.
4
 
h
a
 

敷
地
面
積
：
4
.
2
 
h
a
 

※
施
設
の
配
置
は
イ
メ
ー
ジ
で
あ
り
、
今
後
、
入
札
参
加
者
の
 

提
案
に
よ
っ
て
変
更
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
 

収
集

車
搬

入
ル

ー
ト

 

河
原
イ
ン

タ
ー

山
手
工

業
団

地
 

項
　

　
目

概
     要

金
額

(千
円

)

　
掘

削
2
7
0
,0

0
0

㎥

　
盛

土
3
3
2
,0

0
0

㎥

　
安

定
処

理
1
8
,0

0
0

㎥
2
5
7
,0

0
0

　
種

子
吹

付
3
,0

0
0

㎡

　
植

生
基

材
吹

付
8
,0

0
0

㎡

　
簡

易
法

枠
2
,0

0
0

㎡
6
6
,0

0
0

　
調

整
池

（
容

量
 約

17
,0

00㎥
）

1
式

　
暗

渠
排

水
管

2
,0

0
0

m
1
1
0
,0

0
0

　
水

路
・道

路
側

溝
1

式
7
4
,0

0
0

　
ガ

ー
ド

レ
ー

ル
・フ

ェ
ン

ス
等

1
式

7
,0

0
0

　
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
舗

装
 

3,000
㎡

1
1
,0

0
0

5
2
5
,0

0
0

3
7
5
,0

0
0

9
0
0
,0

0
0

土
工

排
　

水
　

工

管
理

施
設

工

防
災

施
設

工

法
面

工

諸
経

費
・消

費
税

合
　

　
計

直
接

工
事

費

道
　

路
　

工
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可
燃

物
処

理
施

設
立

地
促

進
基

金
活

用
状

況
 （

Ｈ
2
9
.
1
.
2
7
現

在
）

 

 

１
.地

権
者
集
落

に
対
す

る
地

域
振
興

負
担

金
 

 
地
権
者

集
落

が
稼
働

予
定

期
間
（

3
0
年

間
）
の

地
域

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ー
、

健
康

増
進
、

防
災

安
全
等
 

を
行
う
経

費
を

支
援
す

る
た

め
、
各

集
落

一
律

に
支

払
う

も
の

。
 

 
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
 

 
 

  
   

  
 （

単
位

：千
円

） 

 

２
.地

域
活
性
化

事
業
交

付
金

等
 

 
 

東
部

広
域

が
実

施
又

は
地

権
者

集
落

等
が

地
域

振
興

を
図

る
た

め
に

実
施

す
る

事
業

等
に

対
し

支
援

 

す
る
も
の

。
 

 
 
 
 

〔
平
成

2
8
年
度
見

込
〕
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
単

位
：
千

円
） 

主
な
事
業
内
容
 

支
払
見
込
額
 

公
民
館
の

新
築

等
（
山

手
 

外
）
 

1
9
,
15

8 

広
場
の
新

設
等

（
釜
口

 
外
）
 

2
1
,
68

6 

倉
庫
の
整

備
等

（
福
和

田
 

外
）
 

2
0
,
68

3 

防
犯
灯
の

L
E
D
化
等

（
郷
原
 

外
）
 

1
8
,
75

5 

地
元
管
理

道
・

井
手
改

修
等

（
高

津
原

 
外

）
 

3
2
,
71

8 

合
 
計

 
1
1
3
,0

0
0 

 〔
平
成

2
9
年
度

予
定
〕

 
 

 
 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 
（
単

位
：
千

円
） 

主
な
事
業
内
容
 

支
払
見
込
額
 

公
民
館
の

新
築

等
（
郷

原
）
 

1
7
,
54

3 

倉
庫
の
整

備
等

（
郷
原

 
外
）
 

1
1
,
50

0 

地
元
管
理

道
・

井
手
改

修
等

（
山

手
 
外

）
 

1
9
,
40

0 

合
 
計

 
4
8
,
44

3 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

支
払
総
額
 

H
2
8
年
度
 

支
払
済
額
 

備
 
 
考
 

 
 

29
4
,0

0
0 

2
9
,
00

0 

 
平
成

2
6
年

3
月
末
ま
で
に
同
意
書
を
提
出
い
た
だ
い
た
５
集
落
に
対

し
、
各
集
落

4
,
9
0
0
万
円
の
う
ち
約
４
割

2
,
0
0
0
万
円
を
平
成

2
6
年
度

に
支
払
。
平
成

2
8
年

2
月
に
残
る

１
集
落
か
ら
同
意
書
が
提
出
さ
れ
、

全
集
落
同
意
と
な
る
。
こ
れ
を
受
け
、
平
成

2
7
年
度
に
４
集
落
へ
残
額

を
支
払
、
１
集
落
に
は
平
成

2
8
年
度
支
払
。
ま
た
、
１
集
落
に
全
額
を

支
払
。
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項　目　名

担当課

平成２９年度

　１ 事業概要

 　　　近年多発する自然災害（震災、土砂災害、河川氾濫等）発生時において、被災情報を

　　瞬時に収集するとともに、事故等の災害においては上空からの現場監視、捜索等に活用

　　するため、災害情報収集用資機材としてドローンを整備する。

（単位：千円）

376 ※操作講習費用含む

（単位：千円）

金　額

376

376

区　　　分

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

市町負担金

計

目 警防費

予算要求額

その他

一般会計

款 消防費

項 消防費

県支出金

5 災害情報収集用資機材（ドローン）整備

年　　度
消防総務課

事業の概要
会計名

15



ドローン　（消防局）　　

参考製品

16



項　目　名

担当課

平成２９年度

　１ 事業概要

　　 耐震不足の状況にあるため、平成29～30年度にかけて新築工事を行う。

（単位：千円）

213,425 　　　（構造）　　　　ＲＣ造2階建

　　　（延床面積）　約１，０００㎡

　　①委託業務

　　　・　地質調査業務

　　　・　基本・実施・解体設計業務

　　　・　工事監理業務

（単位：千円） 　　②工事費

金　額 　　　　全体工事費の約４割　

　２ 債務負担行為の設定

172,100 　  ・事　項　　岩美消防署新築事業費

　  ・期　間　　平成30年度　

41,325 　  ・限度額　　269,081千円

213,425

市町負担金

計

　　【庁舎概要】

目 消防施設費

予算要求額

区　　　分

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

　　　　昭和５３年に建築された岩美消防署（鉄骨２階建、延べ面積４９６．７３㎡）は、老朽化と併せて

6 岩美消防署新築事業

年　　度
消防総務課

事業の概要
会計名

一般会計

款 消防費

項 消防費

17



　　岩美消防署新築工事

ＲＣ造

２階建 N

18



項　目　名

担当課

平成２９年度

　１ 事業概要

　　　　　・　（債）支援車Ⅲ型　[消防局]（平成28年度～29年度） 　平成９年車更新　

（単位：千円） 今年度は、ぎ装等を行う。

73,425

　　　　　・　消防ポンプ自動車〔湖山消防署〕　平成１０年車更新

　　　　　・　高規格救急自動車〔八頭消防署〕　平成１９年車更新

（単位：千円）

金　額

67,600

1,300

4,525

73,425

目 消防施設費

予算要求額

区　　　分

計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

市町負担金

　　　　長期間使用により老朽化した車両を計画に基づき更新する。

7 車両機材更新整備

年　　度
消防総務課

事業の概要
会計名

一般会計

款 消防費

項 消防費

19



支援車Ⅲ型　（消防局）　　

参考ベース車両

20



消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ｉ）　（湖山消防署）　

参考ベース車両

21



高規格救急自動車　（八頭消防署）　　

参考ベース車両

22



項　目　名

担当課

平成２９年度

　１ 事業概要

 　　　日本語の話せない外国人からの１１９番通報や火災現場における情報収集に対し、迅速

　　的確な対応を行うため、通訳業務を委託する。

（単位：千円） ※英語、中国語（北京語）、韓国語、タイ語、ベトナム語、インドネシア語、

164 　ポルトガル語、スペイン語、フランス語、ドイツ語、イタリア語、ロシア語　全12言語

※通報者、通信指令室、受託業者を電話回線でつなぎ、業務を行う。

（単位：千円）

金　額

164

164

目 消防施設費

8 119番通報多言語通訳業務

年　　度
消防総務課

事業の概要
会計名

一般会計

款 消防費

項 消防費

予算要求額

区　　　分

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

市町負担金

計

23
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